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「交通空白」リストアップ調査結果 （地域の足）
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面積
／ 国土面積（％）

居住人口
／ 全人口（％）

地区数
（自治体数）

94,212 ㎢
（26.7％）

14,077 千人
（12.5%）

2,057
（717自治体）

「交通空白」地区

50,947 ㎢
（14.5％）

8,069 千人
（7.1%）

1,632
（514自治体）

未然防止が必要な地区
（要モニタリング地区）

145,159 ㎢
（41.2％）

22,146 千人
（19.6％）

3,689
(1095自治体)

計

リストアップ調査結果（R7.4.30集計） 回答自治体数:1,603 (回答率92%) ※回収した調査票のうち、有効回答を集計

「交通空白」地区の対応状況

自治体が必要としている支援策 「交通空白」の解消にあたり、自治体が必要としている支援策を調査票により集計

・予算面の支援
・制度に係る情報や知見の提供
・担当者のマンパワー不足に対する支援

・体制の構築（広域調整・担い手づくり等）
・民間の技術・サービスに係る情報
・事業者との調整にあたっての橋渡し

74.0％
51.8％
40.3％

38.6％
32.3％
25.7％

対策を実施中の地区 対策を準備中の地区 対策を検討中の地区
548

地域公共交通計画への位置づけ
位置づけ済:414 位置づけなし:134

854
●速やかに対応
●集中対策期間に対応
●対応時期未定

●速やかに対応
●集中対策期間に対応

351
471
32

200
455

地域公共交通計画への位置づけ
位置づけ済:475 位置づけなし:379

地域公共交通計画への位置づけ
位置づけ済:349 位置づけなし:306

上記のほか、未然防止が必要な地区（要モニタリング地区）: 1,632 地区
地域公共交通計画への位置づけ 位置づけ済:483 位置づけなし:1,149
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「交通空白」リストアップ調査結果 （観光の足）

リストアップ調査結果（R7.4.30集計）
 対象:主要交通結節点1,028地点（新幹線・特急停車駅・観光客利用の多い駅、空港、クルーズ港など）
 調査先:地方自治体、観光協会、ＤＭＯ(観光地域づくり法人)、各都道府県タクシー・ハイヤー協会

「交通空白」の状況

早急に要対策
要対策

早急に要対策
要対策

＜課題類型別＞

＜訪日客向け調査＞
 リストアップ調査と並行して、訪日客が多く利用するアプリで、交通に関する「お困りごと」を調査
（回答数:1,105件）

 訪日旅行中に交通手段の利用で「困ったことがあった」との回答は約20％
 「バスの頻度が少なかった」「混雑していて乗れなかった」「ウェブサイトや経路検索アプリで検索でき
なかった」といった具体的な声をリストアップ調査に反映

早急に要対策
252（24.5％）

タクシー等二次交通
サービスの提供

わかりやすい
情報発信

要対策
210（20.4％）

上記のほか、未然防止が必要な地点(要モニタリング地点):146地点（14.2％）

「交通空白」地点
462（44.9％）

＜内訳＞

188
147

135
271

（または）
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